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1 ．WLC の設置構想から開設まで
　創価大学ワールドランゲージセンター（以下
WLC）は１999年 9 月、本部棟の落成と時を同
じくして、その 7 階に開設された。創立30周年
記念事業の一環である本部棟建設構想に合わせ
て、本センターの構想が具体化したのは、１99５
年初頭のことで、同年 4 月には学長を委員長と
する準備委員会が発足し、検討が開始された。
同時にセンター主催の最初のパイロットプログ
ラムとして、海外留学を目指す学生の為に「学
術目的の英語」、通称 EAP がスタートした。
　この準備委員会には当時文学部英文学科に所
属していた教員が中心的な役割を果たしたが、
なかでもネイティブの教員は熱心に準備委員会
での議論を主導した。彼らは当時「英会話」と
名付けられたコミュニケーション科目を担当し
ていたが、教員数は少なく、開講コマ数も限ら
れていた。しかしコミュニケーションに重点を
置いた英語科目に対するニーズは大きく、コマ
数の拡大が必須の課題であった。
　そのため準備委員会ではこの点に対する早急
な解決策が議論され、英語コミュニケーション
科目の増設が決定された。当時は同時期に開設
されたアメリカ創価大学大学院から英語教育法
（TESOL）修士課程の修了者が出始める時に
あたっていて、その中から毎年 3 名ずつ、最大
8 名まで創価大学に受け入れることになった。
こうして担当者の供給先が安定的に確保され、
それによって科目増設が可能になったので、 １
年 生 を 対 象 とした 週 2 回 の 集 中 科 目 である
Freshman English （FEP）Ⅰ・Ⅱ が 開 講 され
た。１996年度は担当者数の関係から先行的に経
済学部に限定して開講されたが、翌年度は全学
部の学生に提供されることになった。
　準備委員会で決議された三点目の計画は、英
語イマージョンセンターの設置である。イマー
ジョン教育はカナダで試みられた教育法で、英
語を母語とする児童に教科の多くをフランス語
で教授するバイリンガル教育のことあるが（伊
藤2007）、これを本学にあてはめれば、日本人
学生にとっての第二言語である英語で、授業の
多くを提供するということになる。当時これは
あまり現実的ではないと考えられたが、その代
わりに少なくとも英語以外は使わない空間を作
り、学生に口頭コミュニケーションの練習をし
てもらうという形で実施することになったもの
である。
　教員が学生対応を全面的に担当するか、ある
いは担当は一部に限り、スタッフの監督を主た
る任務とする教員を配置するか、他大学の事例
の視察結果なども踏まえて種々の形態が検討さ
れたが、本学の人的資源としては英語圏からの
留学生が恒常的に一定数確保できる見込みがあ
り、これを利用する形態をとることになった。
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つまり教員はコーディネーターとしてプログラ
ムの開発や留学生スタッフのトレーニングにあ
たり、留学生スタッフはアルバイト雇用の形態
で学生対応を担当し、日常の管理・運営事務の
ためには専従の職員を置いた。とはいえ学生が
実際にこのセンターを活用するためには、英語
だけを使ってコミュニケーションをはかるとい
うことへの抵抗感が大きな障害になることが予
測された。これを克服させるための方策とし
て、一つにはより親しみやすいイメージを持っ
てもらうため、この施設を Chit Chat Club（お
しゃべりクラブ）と名付けた。これに加えて、
放課後や空きコマなど授業外の時間を利用する
ことになるので、参加者の自発的モチベーショ
ンだけを頼りにするのではなく、一定の外的モ
チベーションを加えたほうがよいという判断に
なった。こうしていくつかの 形 態 が 試 された
後、最終的に授業科目と連動させる方法が取ら
れることになった。つまり FEP を 中 心 とする
英語コミュニケーション科目を履修した学生に
は、一定回数このクラブを利用することを義務
付け、担当者間で成績評価の基準の一つとする
よう申し合わせたのである。
　以 上 の EAP、FEP、Chit Chat Club という
三つのプログラム以外に準備委員会で検討・実
施されたこととして、英語プレースメントテス
トの実施、基礎レベルの学生のための英語リメ
ディアル科目の開設、英語以外の諸言語学習者
のための授業外の会話ラウンジである Global 
Village の開設などがあった。
　このうちプレースメントテストについては、
各種のテストを検討した上で、TOEFL-ITP テ
ストを採用することになった。これは TOEFL
の過去問題を教育機関等の団体受験用にアレン
ジしたテストであり、英語圏の大学で学ぶのに
必要な英語力を測定するのに適している。また
たとえ留学までは考えていない学生でも、アカ
デミックな領域で必要な英語力をはかるテスト
なので、TOEIC と比べて大学教育によりふさ
わしいと判断されたのである。１996年１2月に試
験的に実施し、１997年の新入生から 4 月と１2月
の 2 回実施され、プレースメントだけでなく、
学習効果の測定も可能となった。
　次に英語を授業言語とするネイティブ教員に
よる Freshman English の開講とその拡大にと
もない、こうした授業形態に困難を感じる学生
の存在がクローズアップされてきた。そのため
こうした学生を対象に日本語を授業言語に使
い、ラーニングストラテジーを教授するための
科目として How to study English を開設した。
　このほか Global Village は Chit Chat Club の
他言語版というコンセプトで開設された。共通
科目として設置されている英語以外の外国語の
なかで、97年度は特に履修者の多い中国語、フ
ランス語などの 4 ヶ国語、翌年にはロシア語な
どの 4 ヶ国語を、それぞれの言語のネイティブ
の留学生とともに学ぶことができる会話ラウン
ジをめざした。
　こうした 3 年間の準備委員会の段階を経て、
１998年 4 月、WLC は正式に発足し、翌年 9 月
の本部棟での開所を迎えることになったのであ
る。運営面ではこのセンターは既存学部からは
独立した機関として学長の監督下に置かれ、担
当副学長のもとセンター長が運営の任に当たる
形となった。しかし学内諸部局との連携の必要
性から、センターの議決機関として運営委員会
が設置された。当初実際の科目設計や運営、授
業外プログラムの企画・運営にあたったのは、
準備委員会から引き続いて文学部英文学科所属
教員が中心で、アメリカ創価大学大学院出身教
員は、これとは別にセンター所属の教員として
位置づけられた。
2 ． FEP を中心としたコミュニケーション
科目の増強
　１999年度の本部棟 WLC の開設と同時に行わ
れた 全 学 的 カリキュラム 改 革 に 合 わせて、
WLC が提供する英語コミュニケーション科目
も体系的に再編・増強された。週 2 回の集中英
語科目 FEP は全学部対象に32クラスが編成さ
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れ、定員は １ クラス20名を想定し、総計640名
が履修可能となった。これは全学 １ 年生の 3 割
強にあたった。さらに 2 年次の学生のためにも
週 2 回集中の Sophomore English Program（以
下 SEP）を各学部に １ コマ、計 6 コマ提供し
た。これとは別に週 １ 回の English Communi-
cation 科目を基礎・初級・中級・上級のレベル
別に提供することになった。基礎レベルはそれ
までの How to study English を引き継いだリ
メディアル的性格の科目で、ITP スコアで3５0
点未満の学生を対象としていた。初級レベルは
ITP400未満、中級レベルは ITP480未満、上級
レベルは480以上という区分であった。こうし
てかねてから要望の多かったネイティブ教員が
担当する英語科目の履修機会は、WLC 発足前
と比べて飛躍的に増加することになったのであ
る。
　授業外プログラムも本部棟 WLC オープン以
降、順 次 整 備 されていった。Chit Chat Club 
はそれまで 文 系 A 棟 の 最 も 奥 まった 場 所 に
あったが、文系 A 棟の正面エントランスの 2
階に移動した。文系 A 棟は最も利用者数の多
い建物であり、その意味では学生にとって利用　
しやすい場所に位置することとなり、利用者の
増加につながった。開設当初１997年の年間利用
者数は５,１7５名、一日平均で40名であったが、
2000年には年間１4,682名、一日平均１03名まで
増加した。
　本部棟の WLC にはトピックを設定して英語
で 意 見 交 換 をすることをめざした、 いわば
Chit Chat Club の 上 級 編 プログラムを、En-
glish Forum と名付けて開設した。留学などを
視野に入れ、目的意識が明確な学生が、英語に
よる意見表明やディスカッションを実践的に訓
練するためのプログラムであった。これに加え
て本部棟 WLC にはライティングセンターも開
設し、授業におけるライティング課題を支援す
る体制が整った。本部棟の WLC にはこのほか
にもリーディングルーム、カウンセリングルー
ム、セミナールーム、コンピュータールーム、
教材作成用のスタジオなども備えられていた。
　順調に発展してきた WLC であったが、次第
に問題点も明らかとなってきた。英語カリキュ
ラムの面では、コミュニケーションを重視した
科目が増加し、ネイティブ教員が担当する授業
を履修する機会が増加したこととは裏腹に、 １
年生の 4 月と１2月、つまり入学直後と後期終了
直前の時点の比較において、ITP スコアの伸び
があまり顕著に出ないということがわかってき
たのである。学習目標の設定がもともとテスト
スコアをあげることにはない科目だったので、
やむを得ないことではあったが、何らかの対策
を取る必要があることが確認された。その結
果、留学等を想定して TOEFL スコアを伸ばし
たい学生を対象とした科目、TOEFL Prepara-
tion を開設した。さらに夏期と春季の休暇期間
を利用して、希望者に有料で TOEFL 対策講座
を実施した。しかし英語コミュニケーション科
目の履修者全体のスコアの底上げは依然として
課題として残ることになった。
　課 外 プログラムの 面 では、Chit Chat Club 
は授業科目の課題としてリンクさせることに
よって、利用者数はその後も安定していたが、
新たに開設した English Forum も同様の取り
組みによって充実を図ることが課題であった。
3 ．ESP 科目群の展開
　こうした中で、この時期に次の大きなステッ
プとして 検 討 が 始 まったのが、English for 
Specific Purposes （ESP）と総称される科目群
の展開である。
　ESP の概念は第二次大戦後の世界における
英語の重要性の増加と、世界的な経済交流の進
展、および科学技術の発展の結果生み出されて
きたものであるとされる。この両分野の学習者
は、商品の売り買い、技術マニュアルの解読、
最新の研究論文の調査など、それぞれ明確な目
的意識を持って英語を学ぶのであり、語学学習
が教養の一角として自己目的をもっているとさ
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れていた以前の時代の学習者とは異なるジェネ
レーションとして 登 場 してきた（Hutchinson, 
Waters, １987）。今日では「特別な社会グルー
プに特徴的なコミュニケーションのニーズと実
践に焦点をあてた言語研究ならびに言語教育」
（Hyland, 2007） とされ、 学 術 目 的 の 英 語
（EAP）も大きくは ESP の一部門をなすと考
えられている。なお堀口（2003）によれば、ビ
ジネス英語の分野に TOEIC 対策的な授業内容
も含まれる場合が考えられているが、本学の場
合は慣習的に経済学、経営学など各学部の専門
科目において、英語を授業言語として学ぶ科目
をESP科目群と称している。英語のアカデミッ
ク・スキルを学ぶ科目である EAP も、本学で
は ESP と区別して置いている。
　本学におけるこうした意味での ESP 科目群
の皮切りとなったのは、200１年度に開始された
経 済 学 部 の International Program （IP）であ
る。これは「経済学を英語で学ぶ」ということ
をメインコンセプトとして、体系的なプログラ
ムとして構想されたものであった。 １ 年次から
レベル別に集中的な英語教育を施し、 2 年次以
降の上級年次では英語によって経済学を学ぶこ
とになっていた。このうち WLC 教員は前半の
英語教育の部分を担当し、上級年次の科目は経
済学部の専任教員が担当する仕組みであった。
　専門科目の講義を理解しうるためには、リス
ニングやリーディングの力は非常に重要である
が、こうした受容的能力を測るのに適した ITP
テストのスコアは、IP の 成 否 をはかるのに 重
要な指標となると考えられた。こうして WLC
英語科目において懸案であった ITP テストの
スコア改善が、学部単位の規模の大きなプログ
ラムで到達目標の一つに掲げられることになっ
たのである。
　経 済 学 部 に 続 き、WLC とタイアップして
ESP 科目を提供するプログラムは順次他学部
にも波及していった。なかでも経営学部はヨー
ロッパ、アジアでの 現 地 研 修 を 組 み 込 んだ
Global Program （GP）を実施することになり、
ここでも WLC 所属のネイティブ教員が Study 
Skills for Global Business や Business English
といった科目を担当することになった。また歴
史的に見ても ESP の草分け的分野である科学
技術領域では学問上の共通言語が英語であり、
本学の工学部においても体系的な英語教育が必
要であるとの認識が高まった。その結果 WLC
教員が担当する専門科目が設置され、はじめは
一部科目のみであったが、2009年度からは共通
科目の必修英語単位を学部で独自に体系化し、
「工 学 部 英 語」としてスタートさせることに
なった。この他にも法学部、教育学部、文学部
にそれぞれ数科目の WLC 教員の担当する専門
科目が開講されることになり、2003年度のカリ
キュラム改革に合わせて本格実施された。
　これと並行して、共通科目英語の分野でも一
層の体系化がはかられた。それまでは週 2 回集
中の FEP と SEP、および週 １ 回の英語コミュ
ニケーションが中核科目であった。後者は習熟
度別に科目が分けられていたが、前者の FEP
は大まかに ITP400点でクラスを上下に分け、
SEP は420点以上を履修条件としていた。また
FEP は口頭コミュニケーション能力の向上を
学習目標としており、その他のスキルについて
はこれとは異なるアプローチが必要であった。
こうして2003年のカリキュラム改革に合わせ、
WLC 提供の英語共通科目も新編成が検討され
ることとなった。基本方針として考えられたの
は習熟度別科目編成の徹底と、スキル別到達目
標の明確化であった。
　まず週 2 回集中の Freshman English、Soph-
omore English は、それまでの年次指定をはず
して習熟度別とし、名称も WLC English Pro-
gram と 変 え て、Basic、Elementary、Inter-
mediate の 3 レベルに分けた。さらにそれより
も上級の集中科目として International Com-
munication を新設し、学習目標別に Academic 
と Business に分けた。
　週 １ 回 の English Communication はそれま
でにすでに習熟度別に開講されており、口頭コ
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ミュニケーションを中心にしつつも、科目のサ
ブテーマにはすでに Writing、Communication
などある程度のスキル別目標も示されていた。
これをあらためて科目名として明示することに
なったのである。こうして Academic Writing
と名付けた科目を Elementary、Intermediate、 
Advanced の各レベルに習熟度別に設置し、テ
スト 対 策 としては 従 来 の TOEFL に 加 えて
TOEIC 対策科目も追加して、同じく習熟度別
に提供した。あわせて TOEFL のライティング
セクションに対応するための科目も設置した。
このようにして WLC の提供する英語共通科目
は質量ともに飛躍的に拡充することとなった
が、そのねらいは明確な到達目標のもとに、学
生のレベルとニーズに合わせた科目をきめ細か
に 提 供 することにあったのである。この 結 果
2002年度と比較すると、クラス数が88から１１6
に、履修可能学生数は2,１80名から3,374名へと、
再び飛躍的に増加することになった。
　また2003 年 度 には 視 聴 覚 教 育 のための
CALL 教室を備えた AV ライブラリーの設備
が更新されたが、これに合わせてオンライン学
習 教 材 Native World および Net Academy を
導入し、CALL 教室を授業外時間に学生に開放
して、これらの教材を使って学習できるように
した。
　この時期には WLC 教員の FD 活動も活発に
行われるようになった。ITP などの受容的能力
を中心とした各種テストに比べ、発信型の能力
であるスピーキングやライティング力を客観的
に測定することは難しい。この点が課題として
意識されるようになった結果、200１年から年に
一 度 のペースでスピーキング・アセスメント 
を想定したワークショップを開催した。後述す
るように、これは2004年度から包括的に実施さ
れたが、このワークショップは IELTS の 実 施
母体である British Council から講師を呼んで
行った。この他にも教員のニーズに合わせた
テーマを設定し、Professional Development と
名付けて WLC の FD 活動を年 2 回のペースで
開催していくことになった。
　また教員相互の授業振り返りも FD 活動の柱
として実施した。この Peer Observation（相互
授業参観）は2002年度にスタートし、非常勤講
師も含めた WLC 科目担当教員が、 2 年に １ 回
のペースでもれなく 行 うことが 義 務 付 けられ
た。その際教員の心理的負担に配慮し、「評価
的側面」を極力排除して、「振り返り」的な側
面 に 焦 点 を 合 わせることにした。そのことに
よって教授技術の向上につながる有益な議論を
導き出すことをねらったのである。その手順は
以下の通りに申し合わせ、それに則ってパート
ナーとなった教員が相互に参観を行うことにし
た。
〈参観前〉　
初めに相互参観の申し入れをし、合意がで
きたらパートナーとなる。
事前ミーティングを行う。そこで授業内容
の目標と狙いをあらかじめ相互に了解する。
参観者はこのミーティングの時には自由に
質問することができる。
このミーティングの前後や途中で、参観者
側は参観の際の狙いをリスト化する。（例:「異
なった教授技術を観察する」、「教育哲学上の
違いが教室でどのような結果になって表れる
か」等々）
〈参観〉
授業参観を実施する。その際には、参観者
は授業活動には参加しない。
〈参観後〉
事後ミーティングを行う。そこでは、参観
者側は授業に関して質問をすることだけが許
される。これは相互参観における被参観者の
心理的負担の軽減のために必要な配慮である。
建設的であれそうでない場合であれ、一切
の批判は、参観後の時点では生産的ではない。
そのかわり参観者が被参観者に対し、授業の
どの点が成功したと考えるかを質問すること
は効果的である。このとき参観者は自分の見
解を述べないように注意する。ただし被参観
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者が意見を求めてきた場合はこの限りではな
い。このミーティングを通じて、参観者側も
つねに「自分だったらどうするか」を考えな
がら話し、自己の教授技術の改善に役立てる
ようつとめる。
　手順は以上であるが、この試みは教授者とし
ての専門的技量を向上させる機会として WLC
教員からは抵抗なく受け入れられ、現在に至る
まで１0数年にわたり、もれなく実施されている。
4 ．効果測定の標準化と自立学習支援
　2003年のカリキュラム改革を契機として、
WLC はいくつかの新しい試みを開始した。効
果測定の標準化、新たな教員採用枠、自立学習
支援体制の強化がそれである。
　新しいカリキュラムによる英語共通科目は、
スキル別に明確な学習目標を設定して提供する
形になっており、達成度を測る指標の厳密化に
取り組むことが必要であるとの認識に至った。
前述したように、 4 年間にわたる年一回のス
ピーキング評価法ワークショップを通じ、担当
教員の評価者としての技能をたかめてきたが、
コミュニケーション科目群を対象に、2004年度
後期から共通基準のスピーキング・アセスメン
トの実施に踏み切ったのである。そうした科目
を履修している全学生を対象に、学期の初めと
終わりにインタビュー形式の面接テストを行
い、能力の向上度を標準化された基準にもとづ
いて測定した。同様にライティング科目につい
ても、標準化された１0段階スケールの評価法を
策定した。基準が標準化されているとはいえ、
評価のばらつきをなくすことはやはり難しい。
いわゆる評定者間信頼性（interrator reliabili-
ty）の向上については、FD 活動のテーマとし
て取り上げるなどして検討が重ねられている。
　一方、スキルに特化した科目数の増加に伴
い、それらを担当する技量と経験を有した教員
を 増 員 する 必 要 が 生 じてきた。それに 加 え
WLC の提供する英語科目に対する学生のニー
ズは依然として高く、そのすべてに対応できな
い状態は続いていた。こうした状況への対応策
として2004年度から導入されたのが、契約教員
のカテゴリー内で出講日を週 3 日、担当コマを
学期 8 コマに限定して採用する英語嘱託教員制
度である。初年度はさしあたり 3 名を採用した。
　また自立学習支援体制の強化にも取り組ん
だ。本部棟 WLC に開設したライティングセン
ターの活性化のためにライティング授業科目と
の連動を図り、担当教員にライティング課題の
添削に活用してもらうようにした。
　これとは別に、おもに習熟度の低い学習者を
対象に、自立学習支援の試みとして200５年度か
ら本年に至るまで、セメスターに一回の頻度で
「英語学習法ワークショップ」を実施してきて
いる。また個別の学習相談に応じる体制は
WLC 開設以来の構想であったが、2006年度の
試験的実施を経て、翌年度から「英語学習相談
室」として常設化し、TESOL 専門家の専従の
教員を配置して、個別相談に応じる体制が整っ
た。
　きめ細かなメニューをそろえてスタートした
新カリキュラムであったが、学習目標をスキル
別に絞り込んだうえに、レベルを科目名に付し
て個別化したため、当然ながら科目の種類がか
なりの数に上ることになった。結果的に WLC
外から見ると学生にも教職員にも複雑でわかり
にくいという感想が寄せられるようになった。
加えてこれらの科目に対する学生の履修行動に
も問題が目立つようになった。彼らの WLC 科
目に対するニーズは高いものの、提供できるコ
マ数は限られており、必然的に希望者のなかか
ら選抜して履修させざるを得なかった。学期の
当初に選抜に漏れた学生は履修する科目が決ま
るまでの時間がかかり、次第に苦情が寄せられ
るようになってきた。加えてキャリア教育の充
実が進み、従来の ITP テストを TOEIC にでき
ないかという要望が次第に強く寄せられるよう
になってきた。これらの点が次のカリキュラム
改革の課題となったのである。
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5 ． 共通科目英語の再編成と世界市民意識
の涵養
　2009年度に全学的なカリキュラム改革が実施
されたが、このとき開設以来の WLC の機関と
しての位置付けが大きく変更されることになっ
た。あらたに共通科目の運営を中心に、学士課
程教育をトータルにサポートする体制が整備さ
れて学士課程教育機構が設置された。WLC も
この機構の一部門として位置づけられることに
なったのである。
　またこの改革時にあわせて名称を含めた共通
科目英語カリキュラムの簡略化がはかられた。
スキル別の科目名が細かすぎるという反省か
ら、全体をおおまかに学習目標別のトラックに
二分し、アカデミックな分野に特化した英語科
目群のトラックと、ビジネス分野での科目群の
トラックとした。前者は EAP、後者は Profes-
sonal English （PE）と 名 付 けてレベル 分 けを
して配置した。テスト対策科目もこれに対応す
る形で前者は TOEFL、後者は TOEIC に特化
した。ただしこうした分類は中級レベル以上の
学生に適用され、入学時の全体の 7 割を占める
初級レベルと基礎レベルの学生のためには、ト
ラック分けをしないで提供することになった。
これによって英語科目の体系は概観しやすく
なったが履修者を選抜しなければならない状況
は依然として続いていた。
　またこの時に共通科目の英語はすべて WLC
のもとに統一されることになった。開学以来、
創価大学の共通科目の英語は、文学部英文学科
が運営にあたっており、講師の大半は日本人で
授 業 言 語 も 日 本 語 であった。 メソッドも
TESOL に基づいてはおらず、教授法的な訓練
を受けた担当者は少なかった。WLC が設置さ
れてからは、授業言語を原則英語とする科目が
多数開講され、それらと従来の英文学科主管の
英語科目が併存する状況が続いていたのであ
る。しかし一方ではこうした伝統的な授業形態
を望ましいとする学生のニーズも無視すること
はできない。そこでこうした形態の授業も引き
続き存続させる形で、その運営の主管は文学部
英文学科から WLC に移されることになり、す
べての共通科目英語の統一的運営が実現したの
である。
　ITP から TOEIC への切り替えは20１0年度 4
月の新入生から実施された。大学である以上、
アカデミックな英語を中心に考えたいという教
員側の思いはあったが、大学を卒業する学生の
大半が企業就職をし、彼らと企業側のニーズが
圧倒的に TOEIC にあるという現実は無視でき
ない要素であった。その一方で、TOEFL はす
でに TWE を経てインターネットベースの iBT
に変わっていて、ITP との相関性が薄れてし
まっており、そのことも切り替えの理由となっ
た。
　この時期に WLC が焦点を当てて強化したの
は、世 界 市 民 意 識 の 涵 養 である。もともと
WLC は１999年度の本部棟での開設に際して、
以下のようなミッション・ステートメントを掲
げて出発していた。
　「ワールドランゲージセンターの 使 命 は、外
国語運用能力と多文化共生能力を磨くことを通
して、世界市民を育成していくことにある。
ワールドランゲージセンターは外国語運用能力
の養成のための各種プログラムを提供する。加
えて世界市民の役割は幸福と平和創出に貢献す
る行動をも含むものである。そのためセンター
のプログラムや施設は、国や文化の境界を超え
た社会的意識と責任感の醸成に役立つべく形作
られねばならない。」（抜粋）
　これによれば語学教育と並んで世界市民意識
の 涵 養 は、WLC のミッションの 二 つの 柱 で
あった。しかしこの方面の取り組みは進んでい
なかったのである。そこでこの点に重点を置い
て、Global Lecture Series と銘打った連続講演
会の開催をおこなった。この講演会では英語で
講演のできる日本人を講師に招くようにした。
さらに国際的な舞台で活動している講師に、国
際社会でアクチュアルに生じている問題につい
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て語ってもらうという点がもう一つの特徴で
あった。アフガニスタンやソマリアなど世界各
地の紛争地域で、武装解除と元兵士の社会復帰
支援の活動を行っている NPO 法人の事務局長
や、医師としてアフリカの紛争地域に赴いた経
験を持つ NPO 法人の代表など、多彩な講師を
招いて開催してきた。毎回多い時で200人ほど
の学生が、英語のスピーチに耳を傾け、質疑応
答も英語で行っている。日本人が講師であり、
良くも悪くも学習によって身に付けた英語を使
いこなして国際舞台で仕事をしている日本人の
実例を目の当たりにできることは、学生にとっ
てきわめて刺激的な経験であり、毎回そうした
感想が多数寄せられる。この他にも英文による
エッセイ・コンテストやポスター・コンテスト
を企画し、世界市民意識を深めて英語で発信す
る機会を提供するよう努めている。
6 ．WLC の現状と課題
　20１3年度は WLC には30人の専任教員が所属
しており、英語をはじめとする創価大学の語学
教育全般を担っている。このうち英語教員は助
教 6 名を含む24名であり、そのうち１５名は英語
ネイティブの教員である。共通科目で１５7クラ
ス、学部英語科目を含む専門科目で97クラス、
計2５4クラスを担当し、全体でのべ５,200名あま
りの学生が履修可能な体制となっている。本部
棟 に WLC が 開 設 され、大 幅 にコミュニケー
ション科目が拡大充実を見た2000年と比較して
みると、当時は共通科目のみで、その数は72ク
ラス、履修可能人数は１,800名程度であった。
実にこの１3年で 3 倍の拡大を見ていることにな
る。
　20１4年度は再び創価大学における ５ 年に一度
のカリキュラム改革の年にあたっており、多く
の学部の専門科目はもちろんのこと、共通科目
のカリキュラムもリニューアルされる。WLC
が提供する科目も新しいコンセプトのもとに再
編成されることになっている。まず共通科目の
英語は科目名を統一して English とし、 １ 年次
から 2 年次の 4 セメスターにかけてⅠからⅣま
でを履修することになった。またこれまでの習
熟度別編成は残しながらも、上級クラスの学習
目標を学術とビジネスに二分しないことになっ
た。これはビジネストラックの科目群の履修者
が過去数年間にわたって必ずしも多くないこと
を踏まえたものである。ただ TOEIC 対策につ
いては別建てで追加履修をできるようにして、
ビジネス英語の需要に応えることにしている。
その一方で、各学部独自の英語教育のコンセプ
トを出来る限り尊重することとし、経済、経営、
工学の 3 学部、それに新設の国際教養学部につ
いては、共通科目の必修 6 単位分も含んだ形
で、学部独自の英語教育カリキュラムを提供す
ることになっている。もちろんその中の多くの
科目を WLC 教員が担当するのは言うまでもな
い。
　セルフアクセスの面でも大きな変化があっ
た。20１3年 9 月に中央教育棟が落成し、これま
で分散していた WLC の機能がこの建物の 2 階
に統合されることになった。また語学以外の
様々な学習サポートや自学自習・グループ学習
の空間を提供するためのラーニング・コモンズ
とも統合され、その一角を占める形になった。
WLC は一新された環境のもとで、さらに語学
教育サポートのプログラムを展開していくこと
になる。Chit Chat Club、English Forum 等 の
基 幹 プログラムと 並 び、 ライティングセン
ター、Global Village、iBT トレーニング、　英
語学習相談室などの諸活動を行っている。
　このうち主要なプログラムについて20１2年度
の利用状況を見てみると、Chit Chat Club は年
間総利用者数が１4,6１6人、一日平均１0５名強で
あり、そのうち87% 以上が授業の課題で訪れ
ている。English Forum の年間利用者総数は
１3,１40名で一日平均90名強である。Global Vil-
lage の場合は年間94１名の利用があり、一日平
均では１0名弱である。ライティングセンターは
年間１,2１4名が利用し、一日平均では9.3名と
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なっている。いずれのプログラムも、それぞれ
の規模に応じて安定して活発な利用が行われて
いると言えよう。
　こうした現状を踏まえたうえで、WLC は新
しい時代に対応した課題にも直面していると言
える。なかでも重点を置いて進めているのは、
「グローバル人材育成推進事業」に掲げられた
外国語能力保持者の目標を達成することであ
る。申請時の構想調書によれば、補助金事業終
了時の20１6年度の卒業生の中で、本学の定める
「グローバル人材」の基準の語学力を満たした
学生数の目標は480名となっており、これはお
おむね卒業生の 4 分の １ に当たる。その基準は
TOEIC で730点、TOEFL-iBT で80点に相当す
る英語力、また他の外国語ではそれぞれの検定
試験 2 級程度となっている。非常にチャレンジ
ングな目標ではあるが、週 4 コマの英語特修プ
ログラムの新設、短期留学機会の増加、英語に
よる講義の増設、休暇期間を利用した特別講座
の実施、ポートフォリオの活用、各種試験の受
験サポートなど、様々な対策によって達成を目
指していくことになっている。WLC は共通科
目と専門科目の授業、ならびに各種課外プログ
ラムの一層の充実によって、その目標達成に中
核的役割を担っていくことになろう。
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